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新箕面市人権教育基本方針の策定にあたって 

平成23年度(2011年度)から本市のまちづくりの基本方針となる「第五次箕

面市総合計画」がスタートし、小学校の新学習指導要領が本格実施されるこ

とにあわせ、本市の人権教育を一層、推進・充実するため、平成12年（2000

年）に策定した「箕面市人権教育基本方針」（以下「旧方針」という。）の

成果と課題を踏まえ、「新箕面市人権教育基本方針」（以下「新方針」とい

う。）を策定しました。 

旧方針は、理念である第１章「人権教育のこころ」と具体的施策である第

２章「人権教育のちから」から構成していました。新方針では、第１章の理

念の基本的な考え方を引き継ぎながら、第２章に具体的施策や取組例等を加

えて、充実を図りました。 

現在、本市のすべての小中学校、幼稚園や保育所（以下「学校園所」とい

う。）では人権を基盤とした教育・保育を進め、人権教育の推進計画や人権

教育カリキュラムに基づいた実践を行っています。 

しかし、学校園所での人権教育において、さまざまな人権課題に適切に取

り組めているのか、家庭状況等の把握を含め、子どもの実態に迫ることがで

きているのかといった課題があります。 

また、厳しい経済情勢のもと、雇用が不安定さを増しており、家庭から子

どもと向き合うための時間的、心理的余裕が奪われることが危惧されていま

す。近年増加の傾向にある児童虐待やＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、

携帯電話を用いた子どもたちの交友関係等が問題視されるなど、子どもと保

護者や子どもどうしのつながりの危うさが指摘されています。 

このような状況を踏まえ、学校園所における人権教育の具体的な取組を充

実し、「生きる力」を培っていくため、人と人との「つながり」をキーワー

ドにして新方針を策定しました。策定にあたり、箕面市人権教育推進会議を

始め、箕面市人権教育研究会や多くの教職員にご協力をいただきましたこと

に対し、厚くお礼申し上げます。 

新方針をもとに、学校、家庭、地域等それぞれの場で「ささゆりを手に ひ

とびとのあついこころで みのおから世界へ 人権文化の花束を！」を実現

していきしょう。 

平成23年（2011年）3月 

箕 面 市 教 育 委 員 会 

 

表紙の言葉「人権文化の花束」 

箕面市ではさまざまな市民が、ともに協力・協働し、人権文化を構築して

きた歴史があります。それぞれの人のあつい思いを花と表現し、それぞれ

の花で花束（人権文化の歴史）を受け継ぎ、将来への誓いとしています。 
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第１章 人権教育のこころ 

１．人権文化の豊かな社会の創造に向けて 

 

 

 

人権教育の目標は、他者とよりよい人間関係を築き、人権文化の豊かな社会の創造に向

け主体的に行動できる市民の育成です。人権文化が豊かな社会とは、人権が当たり前に人々

の考えや行動の土台となり、一人ひとりが大切な存在であり、それぞれに違いがあること

が認められ、いきいきと暮らすことができる社会です。 

 そのような社会を創造するためには、他者の気持ちを思いやることのできる人間性、考

えの違う人とも協力して活動できる社会性、自己の生き方を自分で選ぶことができる自立

性などが大切です。その上で、さまざまな問題に直面したとき、それを解決するための、

知識、スキルや、最後まであきらめない強い気持ちを培うことが必要です。 

 

 

人権文化の豊かな社会を実現するためには、差別や人権侵害を見抜くことができる一人

ひとりの豊かな人権感覚が大切です。そして、差別や人権侵害に気づいたとき、毅然と異

議の申し立てができ、その異議が真摯に受け止められ、受け入れられることを繰り返しな

がら人権文化は育っていきます。 

本市では、「箕面市子ども条例」や、「箕面市新子どもプラン」において、子どもの意見

表明を保障することや、表現する力を育てていくことが重要であることをうたっています。

自分の考えや意見を表明する力とともに、他の人の考えや意見を受け止められる力は「生

きる力」の核となるものです。 

 

 

人権文化の豊かな社会を創造するために大切な「生きる力」は、人と人とのつながりの

中でこそ育まれます。 

現代社会はすべての年代において、つながりが希薄化する傾向が強まっています。また、

これまでのつながりの中にも、異質な人を排除するものや、うわべだけのものもありまし

た。このような中で「生きる力」を育むためには、その基盤となる人と人とのつながりを

再構築する（つなぎ直す）ことが求められています。 

本市では、「第五次箕面市総合計画」において「生きる力」「つながる力」を育むことを

教育の基本方向としています。また、「新子どもプラン」においては「つながる力」を育て

ることや、そのために大人たち自身がつながることの重要性を示しています。 

新方針では、人と人が互いの存在、互いの違いを認め合えるつながりを「つながる力」

として育んでいくことを大切にして、人権教育をすすめます。 

(1) 

 

) 

(2) 

 

) 

(5) 

 

) 

(4) 

 

) 

(3) 

 

) 

（１）人権文化の豊かな社会 

 

（２）子どもの意見を表明する力を育む 

 

（３）生きる力を培うための「つながり」の再構築 
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２．世界・国内の人権教育の取組と経過 

 

 

第二次世界大戦が終わり、昭和 23 年(1948 年)に国際連合が「人類社会のすべての

構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利を承認することは、世界におけ

る自由、正義及び平和の基礎である。」とうたった「世界人権宣言」は、その採択か

ら 63 年が過ぎました。その間、「人権教育のための国連 10 年」や「人権教育のため

の世界プログラム」が策定され、それに基づき各国で人権教育の取組が推進されてき

ました。 

 

 

わたしたちの憲法は、戦争への反省から「主権が国民にあること」、「平和を国の

柱とすること」、そして「人権を大切にすること」が国の基本であることを高らかに

うたっています。平成 18 年（2006 年）に全面改正された教育基本法では「個人の尊

厳を重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備え

た人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す」ことを

教育の旨とすることを定めています。 

また、平成 12 年(2000 年)には、人権教育の理念や国、地方公共団体、国民の責務

を明らかにした「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行されました。そ

の後、平成 16 年(2004 年)から平成 20 年(2008 年)にかけて文部科学省が「人権教育

の指導方法等の在り方について」のとりまとめを 3回にわたり公表しました。これは

人権教育の目標や人権感覚を定義し、教育環境を整えた組織的な取組や家庭・地域と

の連携を重視したものとなっており、それを受けた人権教育の全国的な推進が図られ

てきました。 

 

 

大阪府では、平成 9年（1997 年）に「人権教育のための国連 10 年大阪府行動計画」

を、平成 11 年(1999 年)に「大阪府人権教育基本方針」と「大阪府人権教育推進プラ

ン」を策定し、すべての教育活動を通じて、子どもたち一人ひとりの人権が大切にさ

れる学校づくりをすすめてきました。 

また、子どもの人権意識・人権感覚の育成のためのさまざまな事例集の作成や、人

権侵害事象防止に向けて、平成 18 年(2006 年)に「いじめ防止指針」、平成 22 年(2010

年)に「児童虐待防止のための指針（改訂版）」等も整備されてきました。平成 14 年

(2002 年)には、保育所での人権保育をすすめるため「大阪府人権保育基本指針」も策

定されました。 

 

 

(9) 

 

) (10) 

 

) 

(8) 

 

) 

(11) 

) 

(6) 

 

) 

(7) 

 

) 

（１）世界 

 

（２）日本 

 

（３）大阪府 
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３．わがまちみのおの人権教育の取組と経過 

本市は、人口の増加に伴う新しい文化と伝統的な文化との調和を大切にし、住宅都

市として発展してきたまちです。その中で、市民の教育や人権に対する高い関心が培

われ、市民主体による「みのお市民人権フォーラム」を始めとする、さまざまな人権

に関する活動が続けられてきました。 

本市は、平成 5年（1993 年）に「箕面市人権宣言」を採択し、平成 16 年（2004 年）

には、「箕面市人権のまち条例」を制定する等、人権を大切にするまちづくりに努め

てきました。また、箕面市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、それまで

の人権教育に関わる取組をさらに進展させるため、平成 12 年（2000 年）に「箕面市

人権教育基本方針」を策定し、人権教育を推進してきました。 

また、学校園所では、この方針に基づき、それぞれの子どもの実態に応じた人権教

育・人権保育の推進とともに、箕面市人権教育研究会や箕面市在日外国人教育研究会

の活動への参画、中学校区単位の校区人権教育研究会の活動における学校園所の連携

や地域の教育関係団体、ＮＰＯとの連携等、人権教育についての多様な取組をすすめ

てきました。 

 

４．子どもたちを取り巻く環境の変化と課題 

 

 

近年、社会問題となっている所得格差の拡大は、家庭の経済状態によって子どもが

教育を受ける環境に大きな格差を生じさせ、学力の低下や将来の就業、所得の額にも

影響を与える要因となっています。 

また、家庭の教育力の低下や、子どもに対するネグレクトや暴力等の虐待事件、不

登校、インターネット上でのいじめ、ニートや引きこもり等青年層が抱える問題、独

居高齢者の孤立等も社会問題となっています。 

子どもだけでなく、子どもを取り巻く人々が社会との関係を持つことができず孤立

しがちな今、人と人とのつながりの希薄さが顕在化しています。 

平成 21 年（2009 年）の「箕面市民の人権に関するアンケート調査結果報告書」に

よると、家庭の収入によって、子どもに受けさせたい教育（最終学歴）に差が出ると

いう結果が出ています。また、性別による役割分担の意識が強い人ほど、子どもの性

別によって受けさせたい教育（最終学歴）に差が出るという結果も出ています。 

同報告書では、住宅を選ぶ際に被差別部落を避けるという意識や、精神障害者の社

会復帰を促進するための施設設置に対する忌避意識等が厳然と市民の意識の中に存

在していることも指摘されています。現実に、土地調査や結婚に関する部落差別事象

や、在日外国人に対する差別事象も生起しています。 

 

 

 

(13) 

 

) 

(12) 

) 

(14) 

 

) 

(15) 

 

) 

（１）子どもたちを取り巻く環境の変化 

 



 4 

 

 

平成 22 年（2010 年）の全国学力・学習状況調査においては、自尊感情を問う項目

で、本市の子どもたちは比較的高い結果が出ているものの、集団の中でのトラブル解

決を自分たちで行うことが苦手、トラブルを避けるあまりに自分の意見を言えなくな

るといった姿もみられます。小中学校では、いじめや不登校に陥る子どもの増加が大

きな課題となっています。 

また、携帯電話やインターネットが急速に普及する中、情報収集や発信に長けた子

どもが増えています。ブログやホームページなどを通じて、積極的に自己を表現する

姿も見られます。 

しかし、「いつでも、だれとでもつながった気になれる」新しいツールの台頭によ

り、子どもどうしが直接的にふれあう楽しさ、意味を実感しにくくなっているのも事

実です。その結果、子どもたちのつながりがより表層的なものになっていくことが危

惧されています。 

さらに、テレビ、ゲーム、書籍やインターネット等、さまざまなメディアを通じて

もたらされる暴力的な情報が、子どもに与える影響が懸念されています。携帯電話、

インターネットの掲示板、ブログ等での誹謗中傷といった新しい形態のいじめへの対

応も新たな課題となっています。 

 

 

本市の学校園では、毎年、年度初めに人権教育推進計画を作成し、計画的に人権教

育をすすめています。また、各保育所においても、箕面市人権保育基本方針に基づき、

計画的に人権保育をすすめています。 

学校園所では、近年、特に人間関係を築くことが難しくなった子どもたちに対し、

人間関係づくりの取組を積極的にすすめてきました。一方で、子どもがさまざまな人

権課題について学習し、すべての課題に通じる普遍的な視点を身に付けていく取組が

必要となっています。 

学校園所では、今後、教職員の世代交代が急速にすすんでいきます。これまでの、

差別の現実に学び差別を許さない取組や、それを通じて得られた経験を、次の世代に

引き継ぎながら取組をすすめていくことが必要です。 

そのためには、ゲストティーチャーなど地域の人々との関わりを通じ、教職員自ら

が差別の現実に学ぶことや、教職員が被差別の立場にある人々とつながり、当事者の

思いを共有し、子どもにその思いを伝えていくことが大切です。 

さらに、そうした取組が子どもの「生きる力」の育成につながっているか、子ども

の実態に即したものとなっているか、常に点検していくことが必要です。 

また、保育所、幼稚園においては、民間の運営主体の占める割合が多く、研修等を

通じて連携を深めることが求められます。 

（２）子どもたちの現状 

 

（３）学校園所における人権教育の現状と課題 
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５．人権教育の基本的な考え方 

本市においては、子どもたちを取り巻く環境の変化や課題を踏まえつつ、日本国憲

法や教育基本法、箕面市人権宣言や箕面市人権のまち条例を始めとするさまざまな法

令や方針に基づき、豊かな人権文化の創造をめざし、次の 3つの理念のもと人権教育

を推進します。 

 

 

人権とは、「人が生まれながらに持っている欠かすことのできないさまざまな権利」

であり、世界人権宣言には「人間は理性と良心とを授けられており、お互いに同胞の

精神を持って行動しなければならない」とうたわれています。人権課題を解決するた

めには、すべての人がより深く人権について学び、理解を深めることが必要です。大

人はもちろん、とりわけ未来を担う子どもたちにとっての人権教育では、自分や他者

の大切さを認め、人権についての確かな知識と問題解決のためのスキル(技能・技術)

や態度、社会の一員としての責任感と行動力を身に付けることが大切です。 

子どもも大人も人権についてよく学び、主体的に考え、行動できるようあらゆる教

育の場において人権教育をすすめます。 

 

 

子どもが、社会のあらゆる面に主体的に参加する力を保障すること(以下「学力・進

路保障」という。)は、すべての人が平等に教育を受けることのできる権利（いわゆ

る「教育の機会均等」）の保障と並んで、人権教育の土台となるものです。 

すべての市民が、一人ひとりの人権が尊重される環境の中で教育を受けられ、また

その中で豊かな人権感覚を育むことができるよう人権教育をすすめます。 

そのために、学校園所・家庭・地域で教職員、大人、子ども、それぞれが人権を大

切にするつながりを持つことが大切です。 

 

 

人権教育の推進には、市民、地域、行政がそれぞれの役割を果たし、ともにすすめ

ていくことが大切です。市民が人権について一層深く学び、人権を大切にする取組を

すすめる必要があります。そのため、市民が主体的に参加できる学習の機会を一層拡

充することが重要です。 

市民の学習活動や人権教育に関わる自主的な活動を支援し、市民、地域と協働した

人権教育をすすめます。 

(16) 

 

) 

(17) 

 

) 

(18) 

 

) 

(20) 

 

) 

(19) 

 

) 

（１）あらゆる教育の場での人権教育の推進 

（２）豊かな人権感覚を育むための人権教育の推進 

（３）市民、地域、行政の協働による人権教育の推進 
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第２章 人権教育のちから ～人権教育推進プラン～ 

 

１．基本的方向 

 

 

① 学校園所における人権教育の目標 

学校園所における人権教育の目標は、すべての子どもたちがそれぞれの将来を

切り拓き、人権文化の豊かな社会の一員として、よりよく生きていくための「生

きる力」を育むことです。 

子どもが権利の行使や権利の主体としての自覚を持つこと、集団や社会に対し

て負うべき責任や義務を知り、それを全うすることを学ぶことも重要です。 

そのため、子どもたちがさまざまな出会いを通して、安心して他者とつながり、

自分と他者との差異を受けとめ、ともにかけがえのない存在であると感じ、権利

の主体として互いを尊重できるような人権教育をすすめます。また、人権につい

ての確かな知識、問題解決のためのスキル(技能・技術)や態度を育みます。 

 

② 家庭・地域における人権教育の目標 

人権について学び、自分の能力や感覚を高める場所は学校園所だけではありま

せん。多くの時間を過ごす家庭や地域での人権教育も極めて重要です。特に、保

護者や地域の大人が偏見を持たず、差別をしないことを日常生活を通じて子ども

に示していくことが大変重要です。 

そのため、大人も子どもも市民として、人権を学び、豊かな人権文化を広げ、

深めることが、家庭・地域における人権教育の目標です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人権教育の目標 
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① 学ぶ環境を整える 

教育を受ける権利を平等に保障するためには、家庭の状況、障害の有無や国籍、

性別や社会的・歴史的背景等による不利益が生じないよう学習環境を整えること

が大切です。 

また、学習とは、「教える」「学ぶ」が双方向でつながることであるとの認識か

ら、学習者の視点に立って教育を行うとともに、子どもが意見を表明し主体的に

教育へ参画することを保障します。 

 

② 9 年間の学びを見通す 

小・中学校の 9年間に、子どもの人権、部落問題、男女協働参画、障害者、在

日外国人・国際理解、その他の人権課題についての基礎的なことがらと、日本国

憲法、世界人権宣言や子どもの権利条約等を学べるよう小中一貫した人権教育カ

リキュラムを作成します。 

また、毎年、広く浅くさまざまな人権課題を学ぶのではなく、先進校の実践事

例や大阪府の示す人権学習プログラム等を参考に、1 年間を通じて重点的に学習

する課題を学年ごとに設定し、1 つの人権課題についての学習を通じて、他の課

題にも通じる視点を得られるようにします。 

 

③ 子どもの将来を見通す 

現在、子どもたちの抱えるさまざまな生活背景により、進路選択の幅が狭めら

れている状況がみられます。子どもたちが将来を展望し、主体的に生き方を選択

し、未来を拓いていく力をつける学力・進路保障の取組がこれまで以上に求めら

れています。 

そのため、子どもたちが自分の生き方を考え、社会の一員であることを自覚し、

職業観・勤労観を身に付け、社会にはたらきかけることができるよう、子どもた

ちのおかれている生活や学習状況の把握に努め、指導方法の工夫・改善を図りな

がら学力保障・進路保障の取組をすすめます。 

 

 

 

 

 

(21) 

 

) 

(22) 

 

) 

（２）人権教育を推進するための重要な視点 
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２．具体的取組 

～子ども、教職員、保護者・地域をつなぎ直す～ 

 

 

子どもと子どもをつなげるためには、子ども自身が自らの思いや生活を語ることがで

き、それを受け止める仲間がおり、自分を見つめ、ともに悩み、ともに考え、ともに

同じ時間・空間を生きようとする集団づくりの取組が必要です。そのために、学校園

所では、子どもが自己肯定感・自尊感情を高め、自他ともに大切な存在であることを

実感し、他者の良さを自分の生活や学習にいかせるよう、人間関係づくり・集団づく

りの取組をすすめます。 

（具体的施策） 

・ 子どもたちが、安心してつながり、経験を深めることができる居場所づくり 

・ 子どもたちが互いの思いに寄り添い、目標を共有できる集団づくり 

・ 子どもたちが一人ひとりの違いや良さを認め合える集団づくり 

・ 教科学習における子どものつながりを深める取組の推進 

 

【子どもと子どもをつなぐ取組例】 

(ア) 異年齢の子どもとの交流・学校園所間の交流 

(イ) グループ活動をベースにした学習の展開 

(ウ) 活動後のグループ内でのふりかえりの時間の設定 

(エ) 自分の思いや立場を安心して表明できる場面の設定 

(オ) クラス目標やクラスの安心ルールの作成 

(カ) 学習活動を通じて友だちの良さに気づく場面の設定 

(キ) 構成的グループエンカウンター 

(ク) ソーシャルスキルトレーニング 

(ケ) 部活動等の課外活動 

(コ) 特別活動等の子どもが意見を表明しやすい活動の設定 

 

 

 

 

子どもたちが将来、人権文化の豊かな社会の担い手となるためには、自ら主体的に考

え行動することを学び、身に付けるよう教育活動をすすめることが必要です。そのた

めには、教職員主導の「教え・教わる」という関係性のみならず、「教え・学ぶ」とい

う関係性を大切にした教育活動を行うことが必要となります。 

また、教職員が子どもを「一個の人格を持つ主体」として大切にすることで、子ども

たちが教職員を信頼して心を開くことができます。そのような環境で、自分の意見を

（１）子どもと子どものつながり 

 

（２）子どもと教職員のつながり 

 

(23) 

 

) 

(24) 

 

) 

(25) 

 

) 
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しっかりと表明できる子どもを育み、その意見を受け止められることができる関係づ

くりに努めます。 

 

① 人権が尊重された学校園所の運営・経営 

子どもたちの人権についての理解や感覚を育むためには、人権尊重の理念が貫

かれた学習の過程が必要です。学校園所では、特定の時間だけではなく、すべて

の教育・保育活動を人権を基盤にすすめ、子どもの主体的な学びを保障する教

育・保育活動を推進していきます。 

 

【学校園所における人権を尊重した取組例】 

(ア) 子どもの実態や、興味・関心に応じた課題設定を行う。 

(イ) 教職員が一人ひとりを大切にする姿勢を示す。 

(ウ) 子どもが学習に参画できるような場の設定を行う。 

(エ) 「自分が集団に受け入れられている」と実感できる雰囲気を

つくる。 

(オ) 学習の中で子どもどうしが評価しあうことにより、他者の良

さに着目し、互いを認め合い、高めあう関係やつながりを築

く機会を設定する。 

(カ) 子どもが自己選択・決定する場を設定する。 

(キ) 子ども自身が、学び方や学んだことを表現する方法を選択で

きる機会を提供する。 

(ク) 学習活動の節目でふりかえりを行い、それを交流することで、

学びを深めあう機会を提供する。 

（参考 「人権教育の指導方法等の在り方について 第3次とりまとめ」 ） 

 

② 教育・保育課程の編成 

 学校園所では人権を基盤とし、地域と連携しつつ社会のしくみを学び、さまざ

まな文化や多様な人々と出会うことにより、豊かな人権感覚を育むことができる

ような体験的な学習・活動に取り組みます。 

教育・保育の推進の根幹となる教育・保育課程においては、人権の視点に基づ

いて行事や活動、教科、総合的学習の時間、道徳の時間等の編成を行います。ま

た、小中学校における体験学習においては、概念と体験が結びつき深化するよう、

教科学習と総合学習の時間等を連動させて横断的に取り組みます。 

 

③ 人権教育カリキュラムの編成 

学校園所は、子どもと子どものつなぎ直しを意図した学校園所の特色ある人権

教育の取組をすすめるとともに、さまざまな人権課題に対する子どもの基礎的な
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知識や人権感覚を確実に育む取組をすすめます。その際、子どもが個別の人権課

題を通じた学びを深化させ、どの人権課題についても応用できるものの見方、考

え方が得られるようにすること、集団の一員として果たすべき責任や義務を学ぶ

ことなどにも留意しカリキュラムの編成を行います。 

また、子どもの発達段階に応じた人権教育カリキュラムのあり方を研究します。 

（具体的施策） 

・ 人権教育推進計画の作成及び、それに基づく人権教育の取組とふりかえり

各校園所における特色ある人権教育の取組の推進 

(ア) 子どもの興味・関心、地域の実態に応じた課題の設定 

(イ) 保護者、地域の人々と協働した取組の推進 

・ 小中学校における人権教育の基礎的な知識や感覚を身につける取組の推進 

(ア) 各学年の重点課題を 6つの領域（子どもの人権、部落問題、男女協働

参画、障害者、在日外国人・国際理解、その他さまざまな人権問題）

の中から設定 

(イ) 入学から卒業までの 9 年間に必ず全ての領域について重点的に学習

できるよう計画 

(ウ) 憲法や世界人権宣言などに示された普遍的価値と個別の人権課題を

つなげるカリキュラムづくり 

(エ) 人権の具体的な内容を扱う授業プログラムづくり 

(オ) 差別をなくすためのワークショップ等の行動を促す体験的な学習の

導入 

(カ) 被差別の立場にある人とのつながりを深める学習機会の拡充 

 

 

④ 子どもの権利の保障 

教育委員会と学校園所は、子どもが安心して主体的に学ぶことができる環境を

整えるとともに、人権を侵害する事象に対し適切に対応する体制づくりに努めま

す。 

また、学校園所は、子ども自身が受ける教育・保育活動や学習について意見を

言える環境づくりをすすめます。 

（具体的施策） 

・ 子どもが学習活動に参画することの保障 

・ 教育を受ける権利とその機会の平等の保障 
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・ 子どものさまざまな背景により不利益が生じないよう支援体制を整備 

 

【支援体制の取組例】 

(ア) 支援教育を推進するための人材、タクシー送迎等の通学手段の確

保と教材等の整備 

(イ) 日本語指導を推進するための人材と教材等の整備 

(ウ) さまざまな背景を持つ子どもたちが、安心して立場や本名を語る

ことができるような取組や環境の整備 

(エ) 進路保障のための相談体制の整備 

(オ) 差別や人権侵害に気づき、それを許さない集団づくりの取組の推

進 

(カ) 就学援助制度や奨学金制度事業の実施 

 

 

・ 子どもの権利条約等の学習により、子どもの権利について正しい知識が得

られるような取組の推進 

・ 子どもが安心して自分の思いや考えを表明できる取組や環境の整備 

・ 学校での子どもの人権侵害を未然に防止するための体制整備 

・ いじめやセクシャル・ハラスメント等の人権侵害についての相談窓口の設

置や相談体制の充実 

 

⑤ 主体的な学びの場づくり 

学校園所は、子どもが学習活動に参画できるよう、人権尊重の視点から学びの

場づくりを行い、子どもの自主性を尊重した取組をすすめます。 

また、学習（保育）の過程において、子どもが成功の体験を通じ、自尊感情を

高める工夫をしていきます。 

 

【子どもの自主性を尊重した取組の観点例】 

(ア) 子どもの実態を踏まえ、取り組みやすく解決可能な課題を設定 

(イ) 意欲を高める導入のための学習活動の選択 

(ウ) 自主的な話し合い活動や小集団による活動の展開 

(エ) 人物や情報との印象的な出会いの設定 

(オ) 考察を深めるための話し合いを実施 

(カ) 多様なものの見方や考え方を受容する雰囲気づくり 

(キ) 自主的探究活動の展開を図り、一人ひとりの子どもの活動の場を保障 

(ク) まとめの発表の機会を設定 

（「OSAKA 人権教育 ABC」より一部抜粋） 

 

(26) 

 

) 



 12 

⑥ 人権教育の視点に立ったキャリア教育、道徳教育の推進 

キャリア教育の目標は、子どもが夢や目標を持ち主体的に自己の進路を選択、

決定できる力をつけること、働くことを通して自己実現を図るという人生観を持

てるようにすること、自分の興味・関心や能力をいかし、積極的に集団や社会に

はたらきかける力をつけることです。 

また、道徳教育の目標は、命の尊重や公正・公平を重んじる等といった道徳的

な価値を自覚し、よりよい生き方を志向する心情、判断力、実践する意欲や態度

を育むことです。 

これらの目標はともに人権教育をすすめる上で、大変重要な視点であり、新学

習指導要領に基づき双方を関連づけながら取組をすすめます。 

（具体的施策） 

・ 道徳教育年間計画の作成及びそれに基づく取組とふりかえり 

・ 人権教育の視点に立ち、キャリア教育と道徳教育を関連づけた指導の推

進 

・ 多様な生き方や働き方と出会う取組の推進 

・ キャリア教育プログラムの作成 

 

 （参考 身に付けさせたい３つの力 養いたい３つの意欲 ） 

 

 

       社会に参画する力 

 

       未来を設計する力 

 

人とつながる力 

 

 

 

目標を立て、実現しようとする意志 

 

他と共に高まろうとする意欲 

 

自分を高めようとする意欲 

 

（「夢や志を育む教育」 大阪府教育委員会） 

 

 

情報を読み取り、 

将来を見通す 

役割や責任を知り、

方向を決める 

夢や目標を持って 

社会参画する 

自分を見つめ 

相手を受け止める 

出会いから 

生き方を学ぶ 

協力的な関係を 

築こうとする 

ねばり強く 

やり抜こうとする 

自分を見つめ 

より高めようとする 

３つの力 

３つの意欲 

(27) 

 

) 

道徳教育 

キャリア教育 
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学校園所が人権教育をすすめるためには、教職員一人ひとりの考えが互いに尊重され

ることが大切です。校園所内はもとより、学校園所の垣根を越えて子どもの成長につ

いてビジョンとプランを共有し、人権教育を推進するために、教職員どうしがより一

層つながるための取組をすすめます。 

 

① 人権教育の目標と手立ての共通認識 

日々の教育や保育、さまざまな行事を始めとするすべての教育活動において人

権の視点から取組をすすめます。その際、教職員が人権教育の目標について共通

した認識を持ち、互いに意思一致を図ることが大切です。 

 

② 教職員の関係づくり 

急速に世代交代が進む中、人権教育の取組をすすめる上で長年培ってきたもの

の見方、考え方、実践の継承、発展が急務となっています。そのためには、経験

豊かな教職員が、これまで実践してきた取組や人権教育の大切さを語り継いでい

くことが必要です。取組をすすめる中で、子どもについての理解、取組の目的や

その中でなされる配慮の意図等について、世代や時代の違いを超えて共通した理

解が得られるよう、これまで以上にていねいに語り合うこと、語り合う中で、お

互いが意見をきちんと表明し、共有することが大切です。 

管理職や経験豊かな教職員が中心となって、勤務年数の短い教職員や尐数職種

の教職員等の意見を聞きながら、ともに取り組む職場環境づくりをすすめます。 

（具体的施策） 

・ 「明るく働きやすい職場づくり研修」の実施 

・ 年齢の近い教職員でのエルダー制度の実施 

 

【エルダー制度の取組例】 

年齢の近い先輩教員が指導担当（エルダー）となって相談役と

なる。指導方法、コミュニケーションの取り方や職場生活上の

基礎的な内容をアドバイスする。新しい教員が疑問を出しやす

く、身近な視線からアドバイスを受けられる。エルダーにとっ

ても指導することにより学びが深まる。 

 

 

 

 

 

（３）教職員と教職員のつながり 
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③ 学校園所の連携の推進 

人権教育を効果的に推進するため、各中学校区内の学校園所が子どもの見方や

つけたい力を共有し、それに基づき支援学校や近隣の高等学校等とも連携を図り

ます。 

（具体的施策） 

・ 中学校区単位での研修会や研究会の実施 

・ 保幼小中を見通した人権教育の計画の検討 

・ 小中一貫したカリキュラムの作成 

・ 子どもについての理解を深める連携 

 

 

 

人権教育が真に子どもたちの生活に根ざしたものとなるためには、教職員と保護者・

地域の連携が特に重要です。教職員と保護者・地域がつながることにより、学校園所

における人権教育が一層広がりや深まりを増すよう、地域に開かれた人権教育を推進

します。 

 

① 保護者・地域との連携 

学校園所は人権教育のねらいを保護者・地域に説明し、保護者・地域の思いを

受け止めながらともに取組をすすめます。また、保護者や地域の人々とともに取

組をすすめること通じて、保護者や地域の人々の人権尊重の意識を一層高めてい

きます。 

（具体的施策） 

・ 学校協議会での人権教育の取組についての説明や質疑応答 

・ 青尐年を守る会、地区福祉会等との連携 

・ ＰＴＡ活動を通じた人権啓発の推進 

 

【地域の教育力を生かした取組例】 

(ア) 活動の場を地域に設定し、地域やそこに暮らす人々を知る 

(イ) 人やものと出会により、地域への愛着や帰属感を高める 

(ウ) 子ども自身が地域の課題を見いだし、自らの力でそれを解決

する「リアル感」のある学習を行う 

(エ) 地域の人々の生き方から学び、子どもが今の自分にできるこ

とや、自分の将来について考える 

(オ) 被差別の立場にある人と出会い、つながる 

 

（４）教職員と保護者・地域のつながり 

 

(28) 

 

) 
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② 学校園所における人権教育の取組の説明 

保護者・地域と協働した取組をすすめるために、日頃から学校園所での人権教

育について広報するとともに、保護者・地域と意見交換を行い、学校園所の取組

に生かしていきます。 

（具体的施策） 

・ 学校園所便り、懇談の場等を活用した人権教育の取組の説明 

・ 学校協議会、ＰＴＡの会合や懇談会等の活用 

・ 学校教育自己診断アンケートの実施、活用 

 

 

【学校における人権教育の取組を伝える際の視点例】 

・ 人権が教育活動の土台になっていること 

・ 人権が尊重された社会の実現に向けての学校園所の方策 

・ 学習を通しての成果と課題（具体的な子どもの姿） 

【取組を伝える際のポイント】 

・ 目標の理解 

・ 学校園所の全体としての取組の進捗  

・ 年度ごとの新しい（特色のある）取組 

・ 指導の効果 

・ 学校園所の、学年としての指導の継続性 

・ 学校園所の全体としての組織体制 

・ 家庭、地域との連携の強化 

 

（参考 「人権教育の指導方法等のあり方について 第 3次とりまとめ」 ） 

 

③ 被差別の立場にある人や人権にかかわる活動を行う市民との連携 

教職員が自身の人権感覚を高め、人権を基盤にした取組をすすめるためには、

被差別の立場にある人や生きづらさを感じる立場の人との出会い、つながりが不

可欠です。教職員自身が差別の現実から学ぶことで、子どもの学びがより深まる

よう指導できるようになります。また、被差別の立場にある人や人権に関わる活

動を行う市民と協働し、参加、体験を伴った人権学習の取組をすすめます。 

（具体的施策） 

・ 人権に関わるＮＰＯ、市民、団体や関係機関との連携 

・ 当事者との出会いの場の設定 

・ 当事者との協働による取組の推進 
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家庭は、幼児期から豊かな情操と思いやり、善悪の判断力等人間形成の土台や資質と

なる力を育む大切な場です。豊かな人権感覚の育成には、保護者自身が偏見を持たな

いよう、差別をしないこと等人権を尊重する姿勢を子どもに示していくことが必要で

す。そのために、家庭においても子どもと保護者が互いの人権を尊重することが重要

です。 

 

  ① 保護者への人権学習の機会の提供 

学校園所等とのかかわりの中で、保護者が人権に対する正しい知識を学び、人

権感覚を高める機会を提供していきます。 

（具体的施策） 

・ ＰＴＡと協働の学習会の開催 

・ 学校園所での人権参観や人権学習会の開催 

・ 学校園所の人権教育と連動した親子学習 

 

② 保護者支援 

学校園所は、家庭教育の向上を図るため、しっかりと保護者と話し合いをすす

めるとともに、保護者の子育ての悩みや不安に寄り添い、応えていくことを通じ

て、家庭教育を支援していきます。 

また、子どもの家庭における生活実態を把握し、虐待の疑われる場合や、保護

者が子育てに強い困り感を持っている等具体的な支援が必要な保護者に対して

は、関係機関と連携しながら組織的に対応します。 

（具体的施策） 

・ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用 

・ 学校と行政、医療、福祉等の関係機関との連携の強化 

 

 

 

 

現代社会がめまぐるしく変化する中、地域の人と人とをつなげるため、積極的な社会

参加を促す取組の必要性が高まっており、これまでにも増して生涯にわたる学習機会

の提供が求められています。 

その中でも、人権を始めとする学習活動を通じて、人がつながり、人権意識や人権に

関する取組が広がっていくことが人権文化の豊かな社会の実現に不可欠です。 

このため、ライフステージに応じ、いつでも、だれでもが学べる機会の提供や自発的

な学びの支援を行います。 

（５）子どもと保護者のつながり 

 

（６）地域での人と人のつながり 
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また、子どもの教育に家庭や学校だけでなく地域も関わることは、子どもの地域への

愛着や、地域の人との顔見知りの関係づくり、コミュニティの大切さについての理解

等の促進につながります。 

 

① 人権について学ぶ機会の工夫 

人権について学ぶさまざまな機会の確保と併せて、よりよく学べるようその方

法や参加を促す広報の工夫等も必要です。特に豊かな人権感覚を育むためには、

体験的な学びが重要であるため、これらに留意し学習機会を提供します。 

 

 

② いつでもだれでも学べる機会の提供 

すべての市民が地域で人とつながるためには、生涯学習機会の確保が重要です。

中でも、子ども、青年、高齢者、障害者市民、外国人市民等が主体的に必要な学

習に取り組めるよう支援します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

【取組例】 

（ア）地域の特性を活用した居場所づくりなど、学齢期の子どもへの学校

以外での学習機会の提供 

（イ）学齢期を過ぎた青年層の就職や障害者の地域生活支援へとつなが

る学習、識字日本語学習等の支援 

（ウ）地域の社会教育活動など市民団体が行う多様な学習活動の支援 

（エ）各部局、市民団体と連携した学習機会の提供 

 

【取組例】 

（ア）参加体験型プログラムの活用など、人権感覚を育成できる啓発方

法の工夫 

（イ）社会的課題・年齢階層別課題に係る学習機会の提供 

（ウ）ホームページの充実やインターネット掲示板等の活用など広報

の工夫 

（エ）人権関連図書の充実 
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③ 広がりのための取組の推進 

ニーズに応じた学びの提供だけでなく、学んだ市民がその成果を活かして活動

することが、人権文化の豊かな社会の実現には欠かせません。 

また、地域で人権教育をすすめるためには、各市民、団体が協力し、つながり、

活動を広げていくことが重要です。 

個々の活動の活性化を図り、相互につながるための支援や人材の育成を行いま

す。 

 

  

     ④ 子どもと地域の人をつなげる取組の推進 

子どもが地域のコミュニティに位置づき、地域の人々とつながるためには、つ

ながりを生み出す場づくりやそれを活用した取組が必要です。一部のこども会で

は会員が減尐し活動の規模が縮小している現状がありますが、こども会活動や地

域行事などの取組が市内各所で行われています。 

地域の大人が「子どもと地域の人をつなぎ直す」という意識を強く持って、子

どもの自主性や主体性を尊重し、参画を促すことが必要です。 

 

【取組例】 

（ア）学習・活動グループが相互に交流連携できる環境の整備 

（イ）学習したいというニーズと学習した成果を生かしたいというニーズの

把握とマッチング 

（ウ）把握したニーズに即した行政情報の提供 

（エ）多様な生涯学習のネットワークづくりを通じた人材の育成 

（オ）学んだことを生かして学校支援につなげる環境の整備 

【取組例】 

（ア）こども会活動 

（イ）環境学習、ボランティア活動 

（ウ）盆踊り・祭りなどの地域行事 

（エ）三世代交流会 

（オ）青尐年を守る会・おやじの会の活動 

（カ）人権擁護委員の活動 

 



 19 

３．推進体制 

人権教育を確実に推進するため、教育委員会は関係機関との調整や進捗管理を行い、

教職員の資質の向上、市民との協働による評価体制の確立等をすすめていきます。 

  

 

教育委員会は、人権について横断的に調整を行う組織である箕面市人権行政推進本

部会議のもと、人権行政担当部局とも連携し人権教育を総合的にすすめていきます。

広く市民や人権関係団体、教職員から構成する箕面市人権教育推進会議を開催・運営

し、教育委員会の人権教育の取組状況の分析や、今後の課題について助言を得ながら

取組をすすめます。さらに、今後 10 年間をめどに、推進会議の助言を得ながら、新

人権教育基本方針の充実を図ります。 

    （具体的施策） 

・ 箕面市人権行政推進本部会議人権教育幹事会の設立 

・ 箕面市人権教育推進会議の運営 

・ 新人権教育基本方針の充実化 

 

 

 

それぞれ学校園所では、地域の実態や子どもの発達段階を踏まえ、人権教育推進計

画を年度ごとに作成し、人権教育を推進します。また、毎年度、計画の達成度等を評

価し、次年度の計画に活かしていきます。 

学校園所内の人権教育推進委員会を組織の中心と位置づけ、行事や生徒指導の取組

等と連携させ、各種研究組織での成果を生かしながら、人権教育をすすめる体制の充

実を図ります。 

    （具体的施策） 

・ 学校園所における人権教育推進計画の作成及びふりかえり 

・ 学校園所内の人権教育推進委員会の活性化 

・ 箕面市人権教育研究会、箕面市在日外国人教育研究会、箕面市教育研究会、

箕面市進路保障協議会や箕面市公立小中学校生活指導研究協議会等での研

究成果を活用 

・ スクールソーシャルワーカーや専門機関との協働 

・ スクールカウンセラーとの協働 

 

 

 

（１）庁内の人権教育推進体制の整備 

 

（２）学校園所の人権教育推進体制の整備 
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人権教育を確実に推進していくには、教育に関わるすべての人が主体的に関わりを

持つことが重要です。その中でも、学校園所で直接子どもに関わる教職員の役割は重

要です。教職員の資質向上のため、実践的な指導力はもちろんのこと、人権に関する

確かな知識や人権感覚を高めるための研修を充実します。 

① 研修の充実 

（教職員に対する研修の目的） 

・ 人権尊重の理念の基礎・基本の理解を図る 

（子どもの権利・人間関係づくり等の基本を学ぶ） 

・ 人権尊重の課題についての認識を深める（知識理解を深める） 

・ 人権尊重の理念を確実に身に付ける（人権感覚を磨く） 

・ 被差別の立場にある人の思いを受けとめる感性を磨く 

（ライフステージに応じた系統的な研修の実施） 

・ 任用後期間が短い教職員に対する研修（初任・2年目） 

人権に対する正しい知識を持つ 

人権教育に関わる基礎的な知識と技能を習得する 

被差別の立場にある人とつながる 

・ 一定の経験を経た段階での研修（6年目、10 年目） 

・ 人権教育推進の中核となる教職員に対する研修（11 年目以上） 

 

② 教職員支援体制の充実 

教職員が人権に関する教育活動に必要な情報が入手でき、指導方法の相談等

ができるよう箕面市教育センターを中心に支援体制を充実させます。 

（具体的施策） 

・ 教育活動に資する人権教育関係書籍、教材の充実 

・ 教材や指導案等の相談機能の充実 

・ 各学校園所で取組を蓄積 

・ カリキュラム、実践、資料等の蓄積と研究 

・ 箕面市人権教育研究会、箕面市在日外国人教育研究会への支援、連携 

 

地域で人権教育をすすめていくためには、子どもを育てる保護者、市民、団体が互

いに協力し、つながっていくことが大切です。教育委員会は、地域単位で子ども・教

育・人権に関わる活動を行っているＰＴＡ、青尐年を守る会、保護者会等の組織、人

権擁護委員、民生委員・児童委員等のほか、人権関連団体、ＮＰＯ、市民グループ等

が互いに交流・連携することを支援します。 

（３）教職員の資質の向上 

 

（４）市民との協働体制の整備 
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【文言説明】 

（1）人権教育 （１ｐ） 

(2) 箕面市子ども条例（１ｐ） 

(3) 箕面市新子どもプラン（１ｐ） 

（4）「生きる力」 （１ｐ） 

(5)「つながる力」 （１ｐ） 

（6）『世界人権宣言』 （２ｐ） 

（7）『人権教育のための国連 10 年』 （２ｐ） 

（8）「人権教育のための世界プログラム」 （２ｐ） 

（9）『日本国憲法』 （２ｐ） 

（10）『教育基本法』 （２ｐ） 

（11）「人権教育の指導方法等の在り方について」 （２ｐ） 

（12）新しい文化と伝統的な文化の調和 （３ｐ） 

（13）『箕面市人権宣言』（３ｐ） 

（14）『箕面市人権教育基本方針』 （３ｐ） 

(15) ネグレクト（３ｐ） 

（16）人権についての確かな知識 （５ｐ） 

（17）問題解決のためのスキル （５ｐ） 

（18）問題解決のための態度 （５ｐ） 

（19）人権感覚 （５ｐ） 

（20）市民と地域 （５ｐ） 

（21）教育を受ける権利の保障 （７ｐ） 
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（27）道徳教育とキャリア教育の関連 （１２ｐ） 

 (28)保護者・地域との連携 （１４ｐ） 
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（１）人権教育 （１ｐ） 

人権教育とは、「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」（人権教育及び人権啓

発の推進に関する法律第 2 条）を意味し、「国民が、その発達段階に応じ、人権尊重

の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう」（同法第 3 条）にす

ることを旨とするものである。 

 

【参考】人権教育の四側面 

人権のための教育 人権を守り育てる教育のこと。教育の目的に焦点を当てた概念。 

人権としての教育 「教育を受けること自身が人権である」という観点に立って、

教育機会を奪われてきた人たちに教育を保障することを意味し

た概念。 

人権を通じての教育 人権教育はその学習過程そのものも人権が守られた状態で展開

されるべきことを述べたもの。 

人権についての教育 人権について教えること。 

 

（2）箕面市子ども条例（１ｐ） 

平成 11 年（1999 年）に公布された。子どもの最善の利益を尊重し、子どもの自己形

成を支援する基本理念。第 8条は「市と市民は子どもの成長に応じて、表現の自由と

意見を表明する権利を尊重するものとする。」「市はまちづくりに関し、子どもの意見

が反映される機会の確保に努めるものとする。」とされている。 

 

（3）箕面市新子どもプラン（１ｐ） 

「箕面市次世代育成支援対策行動計画」の後期計画として、平成 17 年（2005 年）か

らの前期計画を引き継いで平成 22 年（2010 年）策定された。子どもが幸福に暮らせ

るまちづくりをめざし、総合的な子育て支援策の方向性と具体的な施策を示している。

冒頭で、子どもの学力・体力に合わせ、自他ともに大切にし、意見を表現でき、友だ

ちのことも認めることができる「つながる力」を育むことをうたっている。 

 

（4）「生きる力」 （１ｐ） 

いかに社会が変化しようと、自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判

断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力であり、また、自らを律しつつ、

他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心など、豊かな人間性や、たくま

しく生きるための健康や体力。 

 

（5）「つながる力」 （１ｐ） 

自分も好き。友だちも好き。そして、自分の意見を表現でき、友だちのことも認める

ことができる力。（箕面市新子どもプラン） 
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（6）『世界人権宣言』 （２ｐ） 

昭和 23 年（1948 年）12 月 10 日、国際連合第 3会総会において採択。全 30 条からな

るこの宣言は、人権とは何かについての基本的なことがらをまとめている。この宣言

に法的拘束力をもたせるものとして、昭和 41 年（1966 年）に『国際人権規約』が採

択された。国際人権規約はＡ規約とＢ規約の 2つに分かれ、Ａ規約は社会権（国家に

よる国民のいのちと生活の保障）、Ｂ規約は自由権（国家によって制限されない人間

の自由）について定めている。その後も多くの宣言・規約・条約が定められ、これま

でに 30 もの人権関連条約等が採択されてきた。また、これらの「国際人権文書」に

ついてすべての人が知ることは、人権教育のための国連の重要な目標となっている。 

 

（7）『人権教育のための国連 10 年』 （２ｐ） 

人権の擁護・促進のためには、そもそも人権とは何かということを各人が理解し、人

権尊重の意識を高めることが重要であり、人権教育は、国際社会が協力してすすめる

べき基本的課題であるという考えに基づき、国際連合において平成 7 年（1995 年）

から平成 16 年（2004 年）の 10 年間を対象に、「人権という普遍的文化」の構築を目

標として各国での行動計画の策定とその実施を求めた。そしてこれに応じる形で、国

や大阪府でも行動計画が策定された。『人権教育のための国連 10 年行動計画』では、

人権教育の目標とは、人類社会に「人権という普遍的文化を築くこと」と述べられて

いる。 

 

（8）「人権教育のための世界プログラム」 （２ｐ） 

平成 17 年（2005 年）から平成 21 年（2009 年）と定められ、小学校・中学校などの

初等教育に焦点を絞って設定された。また、平成 22 年（2010 年）から平成 26 年（2014

年）までの 5年間を第 2段階として、高等教育と、あらゆるレベルにおける教員、教

育者、公務員、法執行官、軍関係者の人権研修に重点を置くこととされている。 

 

（9）『日本国憲法』 （２ｐ） 

昭和 21 年（1946 年）11 月 3 日公布。国民主権、基本的人権の尊重、戦争の放棄と戦

力の不保持を原則としている。 

 

（10）『教育基本法』 （２ｐ） 

昭和 22 年（1947 年）3 月 31 日公布にされた。その後平成 18 年（2006 年）12 月 22

日に全部改正され、その前文で「たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な

国家を更に発展させるとともに、世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願

うものである。我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、真理と正義

を希求し、公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期すると

ともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育を推進する。」とうたってい

る。この全部改正により、生涯学習の理念や障害者に対する教育の機会均等ならびに
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家庭教育に関する条項が新たに盛り込まれた。 

 

（11）「人権教育の指導方法等の在り方について」 （２ｐ） 

平成 14 年（2002 年）に定められた「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、

平成 16 年（2004 年）6 月に文部科学省から、人権教育についての基本的な考え方や

視点等を示した「人権教育の指導方法等の在り方について 第一次とりまとめ」が発

表された。その後、平成 18 年（2006 年）１月には具体的な指導方法や理論を示した

「第二次とりまとめ」が発表され、平成 20 年（2008 年）3 月には、さらに実践的な

「第三次とりまとめ」（「指導等の在り方編」「実践編」「個別的人権課題編」）が発表

された。 

 

（12）新しい文化と伝統的な文化の調和 （３ｐ） 

開発などに伴う市外からの転入により人口が増加し、同時に外国人市民の割合も増加

している。平成 22 年（2010 年）12 月現在、箕面市の 1.7％が外国人市民となってお

り、その出身国・地域も約 80 となっている。 

 

（13）「箕面市人権宣言」 （３ｐ） 

平成 5 年(1993 年)に策定された。すべての市民がだれひとりとして「人権」を踏み

にじられ、涙をこぼすことがあってはならないとし、引きも切らずに続く「にんげん

を否定する」ことがらに、しっかりと向き合いそれをなくすために行動することをう

たっている。 

 

（14）『箕面市人権教育基本方針』 （３ｐ） 

昭和 44 年（1969 年）『箕面市同和教育基本方針』が策定され、昭和 57 年（1982 年）

には『箕面市障害児教育基本方針』、平成 4年（1992 年）には『箕面市在日外国人教

育の指針（在日韓国・朝鮮人教育からの出発）』が策定されている。人権教育基本方

針は、これら 3つの方針・指針を発展的に継承し策定したもの。これらの方針・指針

が策定されるに至った差別や人権侵害の現実と、その解決のためになされた多くの市

民・教職員・行政による努力が反映したものであり、その内容から学ぶべき点は多い。

今後も資料として参照いただきたい。 

 

(15)ネグレクト （３ｐ） 

保護者としての監護を著しく怠ること。子どもに対する、遺棄、衣食住や清潔さにつ

いての健康状態を損なう放置（栄養不良、極端な不潔、怠慢ないし拒否による病気の

発生）、学校へ行かせないことなど。 

 

（16）人権についての確かな知識 （５ｐ） 

世界人権宣言や日本国憲法などの国際的・国内的な人権基準とその歴史、地域や国内
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外の人権問題の現状・歴史と課題等。 

 

（17）問題解決のためのスキル （５ｐ） 

自分の心や能力の状態や社会の中での自分の位置や意味についての情報を獲得・分析

し、理解する自己評価の技術を基盤として、差別や偏見を見抜き、自分の考えや他者

や自分の周りの環境・社会の問題について他者に理解されるよう主張する技術、考え

の違いを理解し合い建設的な対話・議論をつくる技術、民主主義の手続きを理解して

協同の判断や行動を導く技術、個人的に解決できない問題の解決のために人と人を結

びつける技術。 

 

（18）問題解決のための態度 （１ｐ） 

いのちとこころ（個人の尊厳）の尊重を基盤として、人はすべて平等に権利を有する

（みんな同じ）ことと、文化や宗教の違いや思想信条の自由、個々の特徴などの多様

性（みんな違う）が尊重されなければならないこと、自分の考えをしっかり持ち主張・

行動すること（自立）と、自分の主張や行動の結果に対して自分が責任を持つこと（自

己責任）、そしてこれらの上に立って人と人との間の問題や個人と社会の間の問題に

対して主体的に関わる意欲を持つこと（社会に対する責任）。 

 

（19）人権感覚 （５ｐ） 

人権の価値やその重要性にかんがみ、人権が尊重され、実現されている状態を感知し

て、これを望ましいものと感じ、反対にこれが侵害されている状態を感知してそれを

許せないとするような価値志向的な感覚。人権感覚は、価値館、態度、スキルの学習

によって高められる。 

 

（20）市民と地域 （５ｐ） 

本方針における市民とは、広く全ての箕面市民をさすとともに、本市において学校区

にとらわれず、人権に係る活動を行う個人や団体を表す。一方、地域とは学校区単位

や近隣住民によるコミュニティに属する個人や団体を表す。 

 

（21）教育を受ける権利の保障 （７ｐ） 

帰国・渡日児童生徒らに対し日本語指導支援事業などにも取り組んできている。また、

平成 19 年度（2007 年度）からは障害児教育の名称を特別支援教育、平成 20 年度（2008

年度）からは支援教育として取組をすすめている。支援教育とは支援学級に在籍する

子どもたちはもとより、学習活動やコミュニケーションの取り方などに困難を感じて

いる通常の学級の子どもたちに対し一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を行う

ための教育であり、その推進に努めている。 

 

 



 26 

（22）「教える」「学ぶ」が双方向でつながる・子どもが主体的に教育に参画 （７ｐ） 

学習を始めとする教育のあらゆる場面で、子ども自身が自分の意見を述べる権利が保

障されていることが必要である。本市では子ども条例 8条において意見表明の権利を

保障している。 

 

（23）ふりかえり （８ｐ） 

一連の活動が終わったあと、その活動を通じてどんな感想を持ったか、何を感じたか

を話し、個人の思いをみんなで共有化していく活動。個人の「ふりかえり」と、他者

との「わかちあい」の要素を含む。 

 

（24）構成的グループエンカウンター （８ｐ） 

リーダーを中心に展開する集団学習体験（作業、討議、学習シートなど）を通して自

他についての理解を深め、温かな人間関係を築くことにより、行動の変容と人間的な

自己成長をねらうもの。 

 

（25）ソーシャルスキルトレーニング （８ｐ） 

日常生活の他者と接するさまざまな場面で、相手の気持ちや状況を尊重しながら自分

の気持ちや状況を上手に伝えるといった、コミュニケーションの技術の向上を図るも

の。 

 

（26）『子どもの権利条約』 （１１ｐ） 

平成元年（1989 年）11 月に国際連合の総会で採択された。日本は平成 6年（1994 年）

にこの条約を結んでいる。54 条からなり、子どもを人権の主体として尊重し、子ど

もも大人と同じ独立した人格を持つ権利の主体として捉え、子どもの人権を保障して

いる。 

 

(27)道徳教育とキャリア教育の関連 （１２ｐ） 

新学習指導要領（道徳）ではキャリア教育について、小学校においては「道徳的価値

観の形成を図る指導を徹底するとともに自己の生き方についての指導を充実させる

こと」、中学校においては「社会の一員として自己の生き方を探求するなど人間とし

ての在り方、生き方についての自覚を一層深める指導を充実すること」（文部科学省） 

を重点課題とし、改訂がなされている。 

 

(28)保護者・地域との連携 （１４ｐ） 

小学校は平成 23 年度（2011 年度）から、中学校は平成 24 年度(2012 年度)から全面

実施される新学習指導要領の中で、保護者・地域との連携について「学校がその目的

を達成するため、地域や学校の実態に応じ、家庭や地域の人々の協力を得るなど、家

庭や地域社会との連携を深めること」と示している。 
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 ① 

１．他の計画との関連 

  （学校園所における人権教育） 

 

 

 

「第五次箕面市総合計画」 (抜粋) 

子どもたちの生きる力・つながる力を育む教育をすすめます。 

 ・子どもたち一人ひとりを大切にしたきめ細かい教育に取り組みます。 

 ・学校、地域、家庭が一体となり、地域ぐるみで子どもたちの教育を推進します。 

 ・安全・安心な教育環境の整備と教職員の授業力向上など資質の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箕面市新子どもプラン 
(次世代育成支援対策行動計画(後期計画)) 

（仮称）箕面市学校教育推進プラン 

箕面市スポーツ振興指針 

箕面市小中一貫教育推進計画 

箕面市子ども読書活動推進計画 

箕面市子どもの安全にかかる基本的な考え方 

箕面市生涯学習推進基本計画 

箕面市スポーツ振興計画 

箕
面
市
人
権
保
育
基
本
方
針 

新
箕
面
市
人
権
教
育
基
本
方
針 

 

箕面市人権のまち基本方針 



 ② 

２．これまでの経過 

 

①平成12年(2000年) 

本市教育委員会では、昭和44年(1969年)の「箕面市同和教育基本方針」、昭和57年(1982

年)の「箕面市障害児教育基本方針」、平成4年(1992年)の「箕面市在日外国人教育の

指針」に基づき、人権教育を推進してきたが、平成12年（2000年）に、これら３つの

方針を受け継ぎ、新しい人権教育に関する理念と実践の土台を作るという趣旨で「箕

面市人権教育基本方針」を策定した。 

 

②平成20年(2008年) 

「基本方針」策定後、「教育基本法」の改正（平成18年）や「人権教育及び人権啓発

の推進に関する法律」の策定（平成12年）、それに基づく国の「人権教育・啓発に関

する基本計画」の策定（平成14年）や「人権教育の指導方法等の在り方（平成16、18、

20年）」が発表されたことなどを踏まえ、社会情勢の変化等も含めた時点修正を行い、

「箕面市人権教育基本方針(改訂版)」とした。 

 

③平成22年(2010年) 

平成23年度(2011年度)から「第五次箕面市総合計画」が始まり、新学習指導要領が小

学校で実施されることを踏まえ、本市の人権教育をさらに推進・充実するために、箕

面市人権教育推進会議で議論を重ね、「新箕面市人権教育基本方針」を策定すること

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和44年 （1969 年）  箕面市同和教育基本方針 

昭和57年 （1982 年）  箕面市障害児教育基本方針 

平成 4 年 （1992 年）  箕面市在日外国人教育の指針 

平成 5 年 （1993 年）  箕面市人権宣言 

平成12年 （2000 年）  （国）人権教育啓発推進法制定 

箕面市人権教育基本方針 

平成16年 （2004 年）  箕面市人権のまち条例 

平成17年 （2005 年）  箕面市人権のまち推進基本方針 

平成20年 （2008 年）  （国）人権教育の指導方法等の在り方

（第三次とりまとめ） 

   箕面市人権教育基本方針（改訂版） 



 ③ 

３．箕面市民の人権に関するアンケート調査報告（抜粋） 

Ⅰ．子どもに受けさせたい教育〔問１０〕 

（１）全体的な傾向 

子どもがいる人にもいない人

にも、子ども（いると想定して）

に受けさせたい教育についてた

ずねたところ、「女の子」「男の子」

ともに「大学」の教育を受けさせ

たいとする人が最も多いが、それ

ぞれ 58.8%、71.9％と大きな差が

みられる。「女の子」については、

「短期大学・専門学校」が 20.6%

と「男の子」に比べ多い。 

 

（２）世帯収入別 

子どもに受けさせたい教育の程度を回答者の世帯の収入別にみると、所得が低いほど

大学以上の教育を望む割合が尐なくなる。世帯収入が「103 万円未満」と「1,000 万円以

上」で比較すると、女の子の場合、「大学」で前者が 40.5％、後者が 72.4％となってお

り、31.9 ポイントの差となっている。男の子の場合、「大学」で、前者が 54.1％、後者

が 76.3％と 22.1 ポイントの差、「大学院」で、前者が 5.4％、後者が 12.3％と 6.9 ポイ

ントの差となっている。女の子の場合でその傾向が強い。 

なお、年収 1,000 万円以上でも女の子の場合には、16.0％が「短期大学・専門学校ま

で」となっている。 
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103万円未満

103万円以上300万円未満

300万円以上600万円未満

600万円以上1000万円未満

1000万円以上

　短期大学・専門学校まで 　大　学 　大学院

男の子に受けさせたい教育の程度

(%)

103万円未満
N=37

103万円以上300万円未満
N=167

300万円以上600万円未満
N=333

600万円以上1,000万円未満
N=269

1,000万円以上

N=156



 ④ 

Ⅱ．部落問題 

住宅を選ぶ際の忌避意識【問２３】 

回答者が住宅を選ぶ際に、同和地区や小学校区内に同和地区がある物件を避けると思

うかについて、「いずれであってもこだわらない」が 36.6％の回答となっているものの、

「同和地区を避ける」が 56.8％と過半数を占める（「避ける」33.0％、「同和地区は避け

るが小学校区内はこだわらない」23.8％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．障害者問題 

精神障害者社会復帰施設について【問２７】 

回答者が住む地域に、精神障害者市民の社会復帰を促進するための施設が設置される

ことになった場合、どのように思うかについて、39.9％が「精神障害をもつ人も地域の

一員なので受け入れることは問題ない」としており、30.9%が「必要な施設だとは思うが、

自分の住む地域に設置されるのはいやだ」としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.6

6.6

33.0

23.8

(%)

避ける
いずれであっ
てもこだわら
ない

同和地区は避
けるが、小学
校区内はこだ
わらない

4.5

5.939.9

4.7

30.9

14.0

  必要だが自分の地域は
いやだ

  何をするかわからない。
ほしくない

  地域の一員なので受入
れに問題ない

  身近にあったほうが必要
な時に便利

  その他

  無回答

(%)



 ⑤ 

⑭いじめをうけたり、仲間はずれにされるのは、
本人にも問題があるからだ

7.0%

21.7%

39.5%

13.8%

17.0%

1.0%
そう思う

どちらかといえば
そう思う
どちらともいえな
い
どちらかといえば
そう思わない

そう思わない

無回答

Ⅳ．外国人市民 

外国人市民が日本で生活していることについて【問２４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．子ども・教育をめぐる課題 

いじめ【問１ ⑭】 

「いじめをうけたり、仲間はずれ

にされるのは、本人にも問題がある

からだ」については、「どちらともい

えない」が 39.5％で最も多い。「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」

人は 28.7％、「そう思わない」「どち

らかといえばそう思わない」人が

30.8％となっている。 

 

 

 

 

調査の概要 

平成 21 年（2010 年）9月 1日～28 日 

8 月 1 日現在満 16 歳以上の市民 2,500 人（無作為抽出）に調査票を郵送 

1,144 人（45.8％）の回収率 

 

 

8.2

6.9

30.8

41.5

30.1

17.3

19.7

41.8

39.1

37.6

36.6

33.4

15.0

11.8

23.4

14.8

15.4

19.2

20.1

4.7

1.7

2.5

3.8

1.4

2.3

4.5

3.8

4.5

3.8

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人が増えると治安や風紀が悪くなる　　　　　　　

外国人の労働者が増えると、日本人の働く場がな
くなっていく　　　　

日本で生活をしている限りは、日本になじむよう努
めるべきだ　　　　　

外国人が自国のことば（母語）や歴史などを学ぶこ
とは、大切なことだ

日本の国際化にとってよいことだ　　　　　　　　　　　　

　そう思う 　どちらかといえばそう思う

　とちらともいえない 　どちらかといえばそう思わない
　そう思わない 　無回答



 ⑥ 

４．大阪府 『人権教育推進プラン』人権教育プログラム  平成 11 年（1999 年）〔参考〕 

 

Ⅰ．幼稚園における人権学習プログラム 

領 

域 

自分と自然や社会とのかかわリ 

自分と他人とのかかわリ 

 

自分自身に関すること  

目 

標 

 自分の良さを知り、

明るく伸び伸びと行

動し充実感を味わう

ことができる。 

 自ら健康で安全な

生活を送ることがで

きる。 

 身近な人とふれあい､共感

しあう体験を通して自分が

大切にされていることを知

る。 

 かかわりの中で相手を尊

重する気持ちをもって行動

できる。 

 豊かな感性を持って､感じた

ことや考えたことを表現しよ

うとしたり､相手の話を聞くこ

とを通して、伝えあう喜びを味

わう。 

 自分の周囲にある自

然や周りに起こる事柄

について積極的に関心

を持ち､それを生活の中

に取り入れていくこと

ができる。 

活 

動 

の 

ね 

ら 

い 

・自分自身の興味・関

心、ものの見方､感じ

方 ､表現の仕方を大

切にできるようにな

る。 

・いろいろな遊びの中

で十分に体を動かす

ことで、様々な活動に

親しみ､楽しんで取り

組む。 

 ・健康な生活のリズ

ムや必要な生活習慣

を身につけ､自分の健

康や病気の予防に関

心を持つ。 

・家族や地域の人々など自分

の生活に関係の深いいろい

ろな人に親しみをもって接

し、大切にされている自分に

気づく。 

・友達や先生との遊びや共同

作業を通して、一緒に遊ぶこ

との楽しさや、充実感・達成

感を味わう。 

・友達と積極的にかかわりな

がら喜びや悲しみを共感し

合う。 

・友達とのかかわりの中で生

じるトラブルに対し､解決の

方策やルールについて知る。 

・日常生活で使う言葉が分かる

ようになるとともに文字に対

する興味や関心をもつ。 

・したこと､見たこと､聞いたこ

と､感じたこと､考えたことな

どを自分の言葉や様々な方法

で表現する。 

・生活の中で豊かなイメージを

持ち､様々な表現を楽しむ。 

・自分の思ったことを相手に伝

え､相手の話を聞くことで伝え

合う喜びを味わう｡ 

・身近な人々の様子や動

植物、自然に親しみ、ふ

れあう中で､様々な事柄

に興味や関心を持つ。 

・動植物の世話を通し

て､生命の尊さに気づ

き､大切にしようとす

る。 

・擬似体験や身近にある

ものを使った遊びによ

って豊かな発想や創造

力を発揮し、生活に取り

入れようとする。 

 

 



 ⑦ 

Ⅱ．小学校低学年における人権学習プログラム 

領 

域 

自分と社会とのかかわリ 

自分と集団とのかかわリ 

 生命の大切さ・自分

と家族とのかかわリ 
 

目 

標 

 生命の大切さにつ

いて学ぶとともに､

家族の一員としての

自分に気づく。 

 友達の良さや違いを認め合い､互いに

助け合う中で､人間関係づくりの基礎を

学ぶ｡ 

 地域の人との出会い

や活動を通して､自分と

社会とのつながりに気

づくとともに､社会生活

上の基礎的なルールを

身につける。 

 様々な国の文化

や生活にふれ、その

違いを認め合うこ

とによって異なる

文化への理解を深

める。 

知 

識 

及 

び 

態 

度 

・動植物の世話をし

たり､生活の中で自

然とふれあい､生命

の尊さを知り､生命

あるものを大切にし

ようとする。 

・自分の生活や成長

には多くの人々の支

援があることに気づ

き、感謝の気持ちを

持つとともに､自分

も友達もそれぞれが

かけがえのない存在

であることを理解す

る。 

・家族の一員として

の自覚を持ち､主体

的に家庭生活にかか

わろうとする。 

・日常生活での挨拶や言葉がけ､遊びなど

を通して自分から友達とつながろうとす

る。 

・人にはそれぞれの好みや考え方などが

あることを知り､お互いの「自分らしさ」

を認め合 い､大切にしようとする。 

・相手の良さや頑張りを見つけ、認め合

うことで、それぞれが自信を持てるよう

にする。 

・障害のある友達との交流や遊びを通し

て、互いの良さや頑張りにそれぞれが支

えられていることに気づく。 

・友達との間で起こるトラブルに対して、

友達の行動や表れだけを見るのではな

く､自分から素直に気持ちを出し合い、理

解し合う中で､人を信じることの大切さ

に気づく。 

・遊びや行事などをみんなでやり遂げた

という充実感が持てるよう、自分たちで

決まりを工夫するとともに､集団生活に

おけるルールの大切さを学ぶ｡ 

・地域社会の文化にふれ

るとともに､地域社会の

移り変わりや昔の人々

の生活について知る。 

・高齢者とのふれあいを

通して､優しさやたくま

しさを感じ取り、温かい

心で接しようとする。 

・地域には高齢者や障害

のある人が暮らしてい

ることを知るとともに､

一人一人が安心して暮

らしていくためには､何

が大切かを考えようと

する。 

・家庭や地域社会との日

常的なかかわりの中で

起こる身近な出来事な

どを通して､公共心や約

束やきまりを守る態度

を身につける。 

・世界には様々な言

葉や習慣、名前、遊

び､音楽､服装､食べ

物などがあること

を知るとともに､異

なる文化や生活に

関心を持つ。 

・日本には多くの国

の人が住み、自分の

周りに外国の人が

いることを知る。 

・違いを認め合うと

ともに､人間として

共通する思いや願

いがあることを知

ろうとする。 



 ⑧ 

Ⅲ．小学校高学年における人権学習プログラム 

領域 子どもの人権  部落問題  男女協働参画  

目 

標 

 基本的人権について学習し、互いの人権を尊重

しあうことの重要性を理解する。 

 自分らしさや自分のよさに気づくとともに､相

手の立場に立って考える態度を身につける。 

 部落問題を自分たちの生活と

関連づけて考えることにより､社

会の中にある差別や偏見の不合

理さに気づき、基本的人権の大切

さについて学ぶ。 

 固定的な性差観の問

題点に気づくとともに､

男女が互いに尊重し合

うことの大切さを理解

する。 

知 

識 

・憲法に規定された基本的人権について基礎的な

内容を理解する。 

・「子どもの権利条約」の趣旨について学び､そ

の考え方を理解する。 

・身近な事例を通して、権利と義務の大切さにつ

いて話し合う。 

・いじめの事例等を通して身近に重大な人権侵害

があることを知り､人権を守ることの大切さを学

ぶ。 

・相手の意見を聞き、また､自分の意見を積極的

に述べることを通して、コミュニケーションを豊

かにする技術・技能を学ぶ。 

・差別や偏見の中、自由と平等を

求めて生きてきた人々の生き方

について歴史から学ぶ。 

・今ある差別や偏見の苦しみを乗

り越えようとしている人たちの

姿から､基本的人権が尊重された

社会の大切さを学ぶ。 

・保護者や地域の人々の労働か

ら､その価値、喜び､厳しさ、そし

て熟練技術について学ぶととも

に､職業に対する偏見や誤った見

方があることに気づき話し合う。 

・身体的な男女の違いに

気づき、第二次性徴を理

解する。 

・自分の身の周りの生活

から､固定的な性別役割

分担意識の問題点を知

る。 

・職業、スポーツ等に見

られる社会にある性別

役割分担意識が変わろ

うとしている事実を調

べ、男女が共に生きる社

会について考える。 

態 

度 

・基本的人権の具体的な内容が、暮らしの中にど

う活かされているのかを考えようとする。 

・公正な態度や思いやりの心を持って相手の立場

を考え、自分と異なる意見や考えを尊重しようと

する。 

・集団活動に進んで参加するとともに､それぞれ

が自分の役割と責任について考え、協力しあって

集団生活の向上に努めようとする。 

・いじめ等が起こった時､互いに協力して解決し

ようとする態度を身につける。 

・生命の大切さを認識し、自他の命を尊重しよう

とする。 

・自分の個性や良さを認識し、伸ばそうとすると

ともに友達の個性や良さを発見しようとする。 

・偏見や差別について自分たちの

生活との関わりから考えようと

する。 

・自分の身の周りにある差別や不

合理に対する自分の考えを持ち、

なくしていこうとする。 

・互いの人権を尊重しあうことの

大切さを､自分の生活や生き方に

生かそうとする。 

・家庭生活において、家

族の一員としての自覚

を持ち、よりよい家庭生

活を作っていこうとす

る態度を養う。 

・固定的な性別役割分担

意識を見直し、互いに協

力しようとする。 

・お互いの「自分らしさ」

を尊重し合える関係を

作ろうとする。 

※ 大阪府作成のプログラムにおける「同和問題」を「部落問題」、「男女平等」を「男女協働参画」と表記して

います。 

 

 



 ⑨ 

領域 障 害 者 在日外国人・国際理解 様々な人権問題 

目 

標 

 障害者が生活する上で、社会には様々

な障壁や、障害者に対する偏見や決めつ

けがあることに気づき、すべての人々が

住みやすい社会づくりについて考える。 

 日本には、さまざまな民

族や国籍の人たちが住ん

でいることを理解すると

ともに､身の周りにある差

別や偏見の不合理さに気

づく。また､それぞれの文

化や考え方を尊重し、共に

生きることの大切さを学

ぶ。 

 身の周りの様々な人権問題や社会

の変化の中で新たに生じてきている

人権問題に気づき、その解決に向けた

活動について考える。 

知 

識 

・それぞれの障害の状況を知り､障害者の

自立への願いや思いを通して、その努力

や苦労に気づく。 

・体験学習等を通して、障害者が生活を

するうえで何が障壁となっているかを知

るとともに､個々の状況に応じてサポー

トできる技術・技能を学ぶ。 

・養護学級や養護教育諸学校等との交流

を通して、障害者と共に生きる社会のあ

り方について考える。 

・日本と諸外国の関係につ

いて学び､自分の生活との

つながりを知る。 

・世界には異なる文化・生

活・習慣・考え方などがあ

ることを知るとともに､相

互の違いや共通点を見つ

け、多様な価値観や生き方

があることに気づく。 

・在日外国人が日本で暮ら

す状況を知り､本名で生き

る人々の思いについて考

える。 

・近年渡日し､日本に定住

している外国人の子ども

達の思いや願いを知る。 

・教育、科学、文化を通して､平和な

国際社会の実現に向け活動している

ユネスコの働きについて知る。 

・ボランティア活動等を実際に体験す

ることで､他者と協力しあい､互いの

人権を尊重しあうことの大切さを知

る。 

・高齢者とのふれあいを通して､豊か

な経験や技術について学ぶとともに､

高齢者の願いや思いについて知る。 

・身の周りの環境に関心を持ち、自分

の生活と環境の関わりに気づき､環境

保全について話し合う。 

態 

度 

・障害者の願いや思いから、自立するこ

との大切さを知り、互いに認め支え合お

うとする。 

・自分の身の周りにある障害者に対する

差別や偏見に対して自分の考えを持ち、

なくすためにはどうしたらよいかを考え

行動できる力を持つ。 

・外国の言語や文化等に関

心を持つとともに､それぞ

れの文化や考え方を尊重

する態度を身につける。 

・それぞれの国には独自の

文化や生活様式等があり、

互いに尊重し､学び合うこ

とを通して､自らの考えや

生活を豊かにしていこう

とする。 

・ボランティア活動等の地域活動に積

極的に参加しようとする。 

・高齢者施設や社会福祉施設の様子を

知り、その活動に積極的にかかわろう

とする。 

・身近な環境問題に関心を持ち､環境

保全のために家庭や学校で自分たち

ができることについて考える。 

 

 



 ⑩ 

Ⅳ．中学校における人権学習プログラム 

領域 子どもの人権 部落問題  男女協働参画  

目 

標  

 基本的人権の具体的内容を理解するととも

に､人権侵害の問題点を考え、課題解決に向け

た積極的な態度を身につける。 

 自己の個性や良さを認識し、自分らしさに

対する自信を持てるよう努めるとともに､他

者の個性や良さを理解し尊重する。 

 部落問題を基本的人権に

関わる課題としてとらえ､差

別をなくそうとする積極的

な態度を身につける。 

 性別役割分担意識にとらわれ

ない生き方について考えるとと

もに､社会にある性差別を見抜

き、男女平等を実現しようとする

積極的な態度を身につける。 

知 

識 

・基本的人権の具体的内容を理解するととも

に､人権侵害の具体的事例について知り、その

問題点について話し合う。 

・「子どもの権利条約」の趣旨を､身の周りの

ことに結びつけて理解する。 

・他者との意見や考えの違いを理解する中で、

自分の個性に気づく。 

・身近な事例を通して、いじめや不登校等 の

問題について､人権の視点で考え話し合う。 

・様々な活動に参加し､社会や集団における自

分の果たすべき役割と責任について考え話し

合う。 

・労働や生産、生活や文化の

創造について、被差別部落の

人々が担ってきた役割を歴

史 から学ぶ。 

・結婚や就職の際の「身元調

べ」などの部落差別を乗り越

えてきた人々の努力につい

て知る。 

・部落問題と他の人権問題に

ついて話し合い、それぞれが

持つ特徴や共通することが

らに気づき、差別の本質やそ

の解決に向けた取組につい

て考え話し合う。 

・固定的な性別役割分担意識は､

その時代の社会通念や文化によ

って作られたものであることを

知り、性別にとらわれない生き方

について考える。 

・「女子差別撤廃条約」や「男女

雇用機会均等法」等の趣旨や現在

の状況について学ぶ。 

・セクシュアル・ハラスメントは､

個人としての尊厳や人権を侵害

するものであることを学ぶ。 

態 

度 

・基本的人権を大切にする社会を築くために､

自分のできることを考えようとする。 

・自分の権利を主張するとともに､自分の役割

と責任について､他者と意見を交換すること

により､問題解決の方策を探ろうとする。 

・自分の良さや欠点を客観的に見つめる中で、

自分らしさを見いだし､自分の興味・関心を大

切にしながら､主体的な生き方を選択しよう

とする。 

・いじめ等の問題について意見交換すること

により､他者の立場を理解するとともに､肯定

的な人間関係を築こうとする。  

・部落問題に関する意見や疑

問を出し合い、他の人ととも

に考えようとする。 

・差別など日々の生活の中で

起こる様々な問題を通して、

不合理と感じたものについ

て話し合い､正していこうと

する。 

・差別をなくそうとしてきた

人の思いや生き方を知り、学

んだことを自分の生活や生

き方に主体的に活かそうと

する。 

・身の周りにある事例から固定的

な性別役割分担意識の問題点に

気づき、それを払拭していこうと

する態度を身につける。 

・社会の中にある男女平等の問題

について深く考え、平等な社会を

実現しようとする。 

・性別にとらわれず､それぞれが

自分の能力や適性を活かし、生き

方を主体的に選択しようとする。 

 

 



 ⑪ 

 

領 

域 
障 害 者 在日外国人・国際理解 様々な人権問題 

目 

標  

 障害者に対する社会の障壁 について

考えるとともに､差別や人権侵害をなく

し、ともに生きる社会を実現していこう

とする積極的な態度を身につける。 

 在日外国人が日本でくらす状

況や歴史的経緯等を理解し､差別

や偏見をなくそうとするととも

に、異なる文化を持つ人々ととも

に生 きようとする積極的な態度

を身につける。 

 これまでの人権学習で学ん

だことを活かして､様々な人権

問題や新たに生じてきている

人権問題の解決に向けた積極

的な態度を身につける。 

知 

識 

・障害者の自立への願いや思いを知り、

ともに生きることの意味について考え

る。 

・仕事、スポーツ､文化活動、日常生活等

において障害者が社会参加することや自

立することの意味を考える。 

・障害者が生活する上で､何が障壁である

かを交流や擬似体験等を通して理解し、

その障壁を取り除くための様々な工夫に

ついて考える。 

・諸外国の文化や生活等にふれ、

多様な価値観や生き方があるこ

とを理解する。 

・国際社会においては、様々な人

権問題があることについて学ぶ。 

・在日外国人生徒が在籍している

歴史的経緯や日本でくらす状況

を知るとともに、本名で生きるこ

との意味を考える。 

・中国帰国生徒等、新たに渡日し

日本に定住する外国人生徒の現

状について知る。 

・人権の保障や平和維持のため

の国連やユネスコが果たして

きた役割について知る。 

・高齢者介護のあり方について

理解を深めるとともに、身近な

問題として高齢者が生活しや

すい社会について考える。 

・自然破壊等の環境問題につい

て現状を知り、健康で文化的な

生活と環境問題との関わりに

ついて理解を深める。 

・エイズ患者等への差別や偏見

について学ぶ。 

・高度情報通信社会の進展と関

連して、個人のプライバシー保

護の重要性について理解する。 

態 

度 

・障害者が住みやすい社会は、すべての

人にとって住みやすいことを理解し、生

活しやすい学校や社会が実現できるよ

う、自分にできることを考え行動する。 

・手話､点字､介助の方法等、積極的に障

害者とのコミュニケーションを深めるた

めの技能について学ぼうとする態度を身

につける。 

・障害に対する差別や偏見をなくすため

の行動について自分の考えを持ち、議論

する。 

・国際社会に生きる人間として、

様々な機会を通して互いの文化

や歴史を理解し、尊重する態度を

身につける。 

・在日外国人に対する差別や偏見

をなくし、ともに生きる社会を実

現しようとする。 

・異なる文化や生活様式 等につ

いて知るとともに、異なることが

豊かさであるという認識を持ち、

ともに生きていこうとする。 

・生命の尊重や自然環境の保全

に興味をもち、ボランティアな

どに取り組もうとする。 

・エイズの問題や疾病の問題に

ついての理解を深め、差別や偏

見をなくしていこうとする。 

・基本的人権を尊重する視点か

らプライバシーを保護 しよう

とする。 

・人権問題の課題について総合

的にとらえ、それぞれの課題を

関連づけて理解しようとする。 

 



 

「教育を受ける権利の保障」 

児童虐待 「児童虐待防止のための指針～子どもたちの輝く未来のために」（H16） 

児童生徒支援加配等の配置、自主活動の支援、

家庭・地域・ＮＰＯとの連携、教育相談の充実、 

さまざまな児童生徒の自尊感情の育成 

 

☆就学、学力、進路を保障するための教育 
奨学金制度 

授業料減免制度 

学校改革 

授業改革 

キャリア教育の推進 

進路指導・支援の取組 

公正採用の取組 

☆児童生徒の人権意識・人権感覚の醸成 

様々な人権課題に関する教育 

子どもの人権、同和問題、在日外国人、障がい者、

男女平等、セクシュアル・マイノリティ、その他

さまざまな人権課題 

大阪府人権教育推進計画(H17)  

☆児童生徒へのさまざまな支援 

☆教職員の人権意識・人権感覚の醸成 

児童生徒の 

学校教育相談の充実、スクールカウンセラーの活用、 

適応指導教室等、不登校児童生徒への支援 

初任研、10 年研、校内研 

人権教育研究団体との連携 

 

指導のための知識とスキル向上,ＯＪＴ支援 

 

いじめ 

「学校における人権教育のための事例集〔事象を教

訓化し、学校の取組を前進させるために〕」（H14） 

体罰 

「教職員による児童生徒に対するセクシュアル・ハラスメ

ント防止のためのＱＡ集」(H15)／「セクハラ未然防止・

子どもの立場にたった適切な対応の指針」（Ｈ20.3） 

指導においてはケアの視点が重要 

☆人権侵害事象の防止と発生時の対応 

「人権及び人権問題を理解する教育」 「人権が尊重された教育」 

自尊感情の育成、アイデンティティの確立 

、 

 

 

参加型、体験型の学習の工夫 

達成感、有用感、貢献感 

実態調査等を踏まえた一般施策の効果的展開による同和問題解決の 

ためのさまざまな支援 

児童生徒の生活背景を踏まえた教育活動 

☆全ての教育活動を通じて一人ひとりの人権が大切にされる学校づくり 
 

｢互いに違いを認め合い、共に学ぶ学校を築いていくために 

―本名指導の手引き（資料編）―｣ (H18) 

「帰国・渡日児童生徒学校生活サポート事業」、「日本語教育学校支

援事業」、「帰国・渡日児童生徒の受入マニュアル」（Ｈ21） 

「『ともに学び、ともに育つ』障害教育の充実のために」(H18) 

「高等学校におけるＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等のある生徒の

理解と支援のために」(H19 改) 

「明日からの支援に向けて 高等学校における発達障がいのある

生徒に対する適切な指導と支援のために」（H21.3） 

「ともに学び ともに育つ 一貫した支援のために」（H20） 

「この痛み一生忘れない！【体罰防止マニュアル】」改訂版（H19） 

「すべての児童生徒がかけがえのない存在として尊重さ

れる学校づくりのために―いじめ防止指針―」（H18） 

自己肯定感＝自尊感情、生命の尊重・思いやり 

・コミュニケーション力、ともに生きる、 

善悪の判断、規範意識、権利と責任 

被害者救済システム 

人権を尊重するための基礎的な素養に関する課題 

支えあうクラスづくり、集団･仲間づくり 

・学校協議会、学校教育自己診断の活用 

・人権教育主担者の任務と位置づけ 

・人権の観点からの校務等の点検 EX.個人情報等の取り扱い等 

 

 

☆人権尊重の学校体制の構築 

☆ 構築 

児童生徒の 
管理職のリーダーシップ 

「人権教育基本方針」・「人権教育推進プラン」（H11） 

教職員人権研修ハンドブック(HP) (H21改) 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」(H12) 
「人権教育の指導方法等の指導方法の在り方について 

第１次(H16)、第２次(H18)、第３次(H20)とりまとめ」 

人権教育副読本、人権基礎教育指導事例集、人権教育のた

めの指導事例集､男女平等教育指導事例集等の教材活用 

 

 

｢こどもエンパ

ワメント支援指

導事例集｣ 

(H18) 

研修の充実 

本名に関する指導や民族学級等、在日韓国朝鮮人児童生徒への支援 

 

日本語教育の充実・支援、府立学校における別枠入学等、 

外国からの児童生徒への支援 

 

支援教育、支援学級の充実、府立学校への人的・物的措置、知的障

がい生徒自立支援コースの設置等、障がいのある児童生徒への支援 

 

奨学金教育教材「夢を

育む奨学金」（H21 改） 

すべての児童生徒の自己実現の支援 

 

すべての児童生徒が安心して生活できる学校 

「キャリア教育を推進するために」（H17） 

１ 
２ 

３ 

４ 
５ 

７ 

８ 

11 

12 

13 

14 

15 

 
16 

 

17 

18 

1９ 

21 

23 

24 

26 

〔いじめ対応プログラムⅠ〕「いじめ SOS ﾁｰﾑﾜｰｸによる速やかな対応をめざして」、 

〔いじめ対応プログラムⅡ〕「『いじめ NO! 』宣言・子ども・大人・地域 みんなの力で」（H19） 
「私たちからはじめるﾒｯｾｰｼﾞ 心と心をむすぼう-いじめ対応ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実践事例集-」(H20) 

差別事象（発言・落書等） 

Ｈ２2．４．１改 

セクシュアル・

ハラスメント 

 

｢携帯ネット上のいじめ等生徒指導上の課題に関する取りまとめと提言｣、

「携帯ネット上のいじめ等への対処方法プログラム」(H20) 

20 

すべての児童生徒の「自立」と「エンパワメント」 

22 

「学校・家庭・地域をつなぐ 

  保護者等連携の手引き」(H21) 

25 
「中退の未然防止のために」（H21） 

６ 

９ 

10 

４．学校における人権教育を進めるために～指針・事例集・教材など 

                   大阪府教育委員会人権教育企画

課 

○ 1
2

 



 ⑬ 

６．取組を進める上で参考となる資料、ホームページ、施設 

（書籍） 

題 著者等 概略等 

みちすじじんけん 箕面市教育委員会 

箕面市人権教育研究会 

箕面市在日外国人教育研究会 

子どもの人権作文・箕面市内の人権教育の実践事例を

報告。毎年度発行され、各校に配付。 

支援教育実践事例

集 

箕面市教育研究会支援教育部 市内各校や支援教育部会中学校の取組を紹介。毎年発

行され、各校に配付。 

わたし 

 であい 

  はっけん 

1～7 号 

大阪府人権教育研究協議会編 

森実・新保真紀子監修 

 

参加型学習、キャリア教育など各号のテーマごとに実

践事例や指導方法などを紹介。 

人権学習シリーズ  

Vol.1～6 他 

財団法人大阪府人権協会編集 結婚、労働、多様性、対立と解決、ファシリテーショ

ンなど、各号のテーマごとに問題を解説し、解決のた

めの取組を紹介。 

自分を生きる 大阪府人権教育研究協議会 男女共生教育教材・実践集。生き方・働き方、自分ら

しさ、メディア・リテラシー、 性暴力に N0！、コミ

ュニケーション、などのテーマごとに実践を紹介。 

 

 

（ホームページ、ホームページから閲覧可能な指導事例集等） 

ホームページ名 作成者 概略等 

人権教育リンク集   箕面市教育センター 

http://www.city.minoh.lg.jp/edu-center/link/zinke

nlink.html 

人権教育に関わる様々な方針、指針、取組例などのリ

ンク集 

人権教育リンク集   大阪府教育センター 

http://www.osaka-c.ed.jp/jinken/link.htm 

人権教育に関わる施設、方針、指針、取組例などのリ

ンク集 

人権ライブラリー  人権教育啓発推進センター 

http://www.jinken.or.jp/jinken-library 

図書・ビデオ・DVD・16 ミリフィルム・展示パネル

等の資料を無料で貸し出している。 

教職員人権研修ハンドブック 大阪府教育委員会 

http://www.pref.osaka.jp/kotogakko/kyousyokuin

sisitu/ 

人権教育をすすめる上でのさまざまな、具体的課題を

クリックすることで、大阪府教育委員会の作成した取

組や観点の例を簡単に探せる。 

人権基礎教育指導事例集 大阪府教育委員会 

http://www.pref.osaka.jp/jinkenkyoiku/zireisyu/ 

幼稚園段階から小学校低学年段階において、人権教育

の内容を９つの観点から示し、それにもとづく指導の

展開例を紹介。 

大阪府人権教育研究協議会ホームページ 

http://homepage3.nifty.com/daijinkyo/ 

府内の人権教育研究会の案内 

ワークショップ「いま どんなきもち」のデジタルデー

タをダウンロード可 

動詞からひろがる人権学習 大阪府教育委員会 

http://www.pref.osaka.jp/chikikyoiku/dousikara/ 

「分ける」「名のる」「遊ぶ」といった１３の動詞をも

とに、市民が体験型学習を進めるためのパンフレット。 

 

 

※上記の資料は全て箕面市教育センターに所蔵しています。 



 ⑭ 

（施設） 

施設名 概略等 

らいとぴあ２１ 

（箕面市立萱野中央人権文化センター） 

722-7400 

あらゆる差別の解消と人権意識の向上をめざして、さまざま

な人権文化の発信、市民の人権文化に関する自主的活動をサ

ポートするための事業を推進。生活、人権、教育、就労等の

相談や自立応援事業を実施。 

ヒューマンズプラザ 

（桜ヶ丘人権文化センター） 

721-4800 

人権の大切さ、地域住民の自立と交流を深めるとともに、文

化・教養の向上を図る。人権文化事業を実施。 

ヒューライツ大阪 

（財団法人アジア・太平洋人権情報センター） 

06-6577-3578 

相談事業、人権関係団体の紹介、資料公開の事業を行う。人

権に関する国際的な動向についてホームページでリアルタイ

ムに発信。 

リバティ大阪 

（財団法人大阪人権博物館） 

         06-6561-5891 

様々な人権に係る内容について展示。教職員向けに研修を実

施。 

ピース大阪 

（財団法人大阪国際平和センター）     

06-6947-7208 

戦争、平和に関する展示。資料の貸し出しや研修の実施。 

 



 ⑮ 

７．相談機関一覧 

相談内容 対象 相談窓口 電話番号 

支援教育 

帰国・渡日 

セクシャル・ハ
ラスメント 等 

人権教育 

子
ど
も
・
保
護
者 

人権教育課 724-6921 

発達 

療育 

総合福祉センター分室 

早期療養グループ発達相談「ゆう」 

臨床心理士 

727-9522 

子育て支援センター 721-8845 

育児 

保健 
健康増進課 727-9500 

教育相談 

幼児育成課 724-6737 

教育センター 相談室 臨床心理士 

727-5113 

支援教育 
教育センター 相談室 

 支援教育専門相談員 

不登校 
教育センター 適応指導教室 

「フレンズ」専任教諭 
727-5112 

非行 青尐年指導センター 721-1900 

非行 
大阪府警察 

豊中尐年サポートセンター 
06-6866-3000 

自立支援 地域教育課 （らいとぴあ２１） 722-7004 

渡日・外国人 箕面市国際交流協会 727-6912 

保健 

療育 

心の健康 

大阪府池田保健所 751-2900 

教育相談 

高校中退 
大阪府教育センター 教育相談室 

子ども 06-6607-7361 

保護者 06-6607-7362 

非行 

育成 

障害 大阪府池田子ども家庭センター 751-2858 

虐待 

養護 
地 

 

域 
 

住 
 

民 

子
ど
も
・
保
護
者 

児童 

家庭 

相談 

子ども家庭相談課 724-6233 

相談 

進路 

保
護
者 

学校教育課 

724-6761 

（平成 23 年 3 月現在） 
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